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　　　幼児教育の無償化と保育サービスの充実を求める意見書

　政府は平成22年度予算に子ども手当の支給を盛り込んだが、少子化対策のためには不十分と言わざるを得ない。子育て世代は幼児教育、保育サービスの充実を求めており、こうしたニーズにこたえる施策を的確に打ち出す必要がある。
　特に、幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培うものであり、将来の犯罪の減少や所得の増大につながるなどその教育効果は社会全体に及び、少子化対策の観点からもその負担を軽減することですべての子供たちに質の高い幼児教育の機会を保障することが求められている。
　よって、国におかれては、次の事項を実現するよう強く要望する。
１　子育て世帯の負担を軽減し、確かな人材育成を図るため、国策として計画的に幼児教育の無償化に取り組むこと。
２　国の責任のもと、子供が健やかに育つよう、幼児期にふさわしい就学前の保育・教育の質の確保向上に努め、希望するすべての子供に適切な就学前の保育・教育を受けさせられるよう、必要な制度や財政措置をすること。
３　必要とするすべての子育て世帯のニーズに対応できるよう、保育サービスの制度や財政措置の拡充を図るとともに、地域の実情にあった子育て支援を進めるため、地方自治体の創意工夫を生かせる制度の構築と財政措置を図ること。

　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
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